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R5利用実績(人) 評価

1,008

（626戸）

1,008

項目

指定管理料 0 使用料

利用料金 0 賃貸料

自主事業 0 その他

雑収入

計 0 計(A）

人件費 43,111,200 人件費

需用費 3,032,700 委託料

役務費 1,043,537 需用費

委託料 540,980 その他

使用料・
賃借料

47,728,417 計(B）

租税公課 47,728,417 支出(B-A)

その他諸費 43,141,690 維持修繕費

備品購入費

計 43,141,690 計(C）

90,870,107 支出(B+C-A)

人 3 人

人 1 人

評価

円 なし

円 評価

R4

40,271,051

43,041,526

△ 2,770,475

95,647,561支出(B+C-A)

利用料金算定額 減免対象額 実収入額利用料金実績
（単位：円） 0

令和５年度指定管理者評価調書

施設所管課 都市整備部都市計画課 評価者職氏名 課長　菊池　太 評価日 令和6年7月9日

施 設 名 称 奥州市市営住宅 施 設 所 在 地 奥州市全域

指定管理者名 株式会社　寿広 公募・非公募の別 公　募

指 定 期 間 令和２年４月１日～令和７年３月31日（５年間） 新規・継続の別 継　続

施設設置目的
国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住
宅を整備し、これを住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で賃貸
することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与する。

指定管理料の有無

指定管理
料の区分

指定管理料のみ
施 設 概 要

松堂住宅（１号～４号）プレキャストコンクリート造平屋建て総
床面積149.8㎡、他249棟及び共同施設等

１　施設の利用状況

利 用 状 況

施設名 R2利用実績(人) R3利用実績(人) R4利用実績(人) 前年対比(％)

（642戸）

市営住宅入居者数 1,241 1,122 1,085 92.9

3

（市営住宅入居戸数） （694戸） （657戸）

1,122 1,085 92.9

〔利用者の増減理由〕

97.5

0

0 その他 0

43,111,200 43,111,200

歳入

使用料 0

0 賃貸料

計

40,271,051

43,111,200 0 43,111,200 計(A） 0

16,744,200 16,744,200

歳出

※経
常的

40,271,051

1,628,536 1,628,536 需用費 1,937,920

3,602,280 3,602,280

55,376,510

備品購入費 0

1,251,520 1,251,520

1,751,226 1,751,226

歳出

※臨
時的

維持修繕費

42,702,420 0 42,702,420 計(C） 55,376,510

支出(B-A)

R5年度指定管理者収支 市の収支

R5年度決算額 市直営決算(H28年度)

収入

公の施設分 自主事業分

その他 2,126,312

34,758,408

16,196,765 16,196,765 委託料 1,448,411

3利用者一人
当たりの

指定管理料

指定管理料
  　/利用者数

42,769.0

行 革 効 果

〔指定管理による行革効果〕 〔行革効果額〕 △ 7,457,366

　指定管理者制度を導入したことで、入居者ニーズ
に対しより効率的に対応することができ、入居者へ
の利便向上が図られた。
　なお、令和２年度からの導入２期目に伴い指定管
理内容を見直し、施設修繕上限額の引上げ、除草作
業追加及び排水使用料の追加などで年350万円増額
したことから、指定管理導入前の平成28年度と単純
比較できない。

〔行革効果額の積算根拠〕

指定管理者
人件費率

人件費(賃金等)
　　/指定管理者事業支出

39.2 ％
R5年度

指定管理者損益
408,780 円

事業目的に適合しない支出等の有無

効果額 △ 7,457,366 △ 4,686,891

3

R5 比較

直営支出額 40,271,051 0

市支出額 47,728,417 4,686,891

　市の臨時・非常勤職員

1,527,893 1,527,893 計(B）

指定管理料

0

民間賃貸住宅等への転居及び入居者の高齢化による福祉施設等への転居、政策空家（廃止予定のため新規募集
しない空家）の増、市営住宅の老朽化による入居希望者の減少、単身入居希望者の増

２　経費等の状況

（計） 1,241

職 員 配 置
　常勤職員 　市の正職員

　非常勤職員

支出

事 業 収 支
（単位：円）

0

損益 408,780 0 408,780

4

1



実施 評価

○

○

判定 評価

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

３　事業の実施状況

区　分 目標（協定内容・指定管理者提案） 追加事業、未実施事業及びその理由

４　指定管理者業務の実施状況

区分 目標（協定内容・仕様等） 実施状況 目標未達成の理由等

本市指定事業

運営管理業務（入居事務、退去事務、入居者からの各種届出・申
請受理事務、入居者からの相談及び管理業務、家賃等の収納業
務、収入認定補助業務、滞納督促補助業務、業務報告）
施設管理業務（施設修繕業務、保守管理業務、防火管理業務、業
務報告）
その他市長が特に必要と認める業務（毎月の定期巡回、良好な住
環境維持の為樹木伐採、空き住宅敷地内草刈作業。）

3

自 主 事 業
情報紙の定期発行、高齢単身世帯の郵便受けの取り込み状
況確認及び巡回訪問

①
施
設
の
維
持
管
理

施設全般の維持
管理

建築物各部位の保守・点検
必要な修繕が行われ、維持管理が図られて
いた。小修繕は、スタッフが直接作業を行
うなど迅速な対応が行われた。

機械・電気設備
の保守点検

運転監視、定期的な保守・点検
年間計画表に基づき、専門業者による計画
的な保守点検が行われていた。

利用者からの苦
情に対する対応

苦情等への適切な対応
苦情等に対し迅速で適切な対応が取ら
れたことを確認した。

利用者増加策の
実施

イベントの企画や自主事業の実
施

情報誌の定期発行、竹沢住宅では利用
者と協働で敷地内清掃を実施された。

清掃業務 日常清掃、定期清掃、特別清掃 -

水道光熱費・燃
料費の使用

環境負荷の抑制による省資源・
省エネルギー

-

損害保険の加入 協定書の保険に加入 保険証券の写しにより確認した。

敷地環境の整備
敷地内植栽の保護、育成、処分
等の管理

報告書により適切に行われていること
を確認した。

4

③
危
機
管
理
対
策

個人情報の保護 個人情報の適切な保護
個人情報保護方針に基づき実施してい
ることを確認した。

速やかな措置と市など関係機関
への通報

関係機関への連絡、対応が適切に行わ
れていることを確認した。

災害緊急時連絡
網・ﾏﾆｭｱﾙ整備

災害発生時の対応マニュアルの
整備

職員研修を実施し、非常時連絡網、対
応マニュアルを確認した。

3

消防設備の管理
及び点検の実施

消防設備の定期点検の実施 法定点検の実施を確認した。

警備業務の実施
(機械警備含む)

秩序・規律保持、犯罪防止、災
害防止及び利用者の安全確保

-

事故発生時の対
応体制の確保

避難(救助)訓練
の実施

避難訓練の実施 報告書により実施を確認した。

利用者の公平性
使用許可及び減免の適切な執
行、利用者の公平性の確保

-

4

②
サ
ー

ビ
ス
の
向
上

広報やＨＰなど
ＰＲ活動の実施

定期的・効果的な広報宣伝
情報紙の発行、ホームページ等を活用
して周知を図ったことを確認した。

施設利用状況の
定期報告

利用状況の定期報告 毎月の報告を確認した。

利用申込み等の
受付体制の確保

利用者の快適利用、円滑な施設
運営

対応でのトラブルがなく、正確で丁寧
な対応を確認した。

2



評価

５　利用者評価

利
用
者
評
価

利　用　者
アンケート

実施の有無 有

調査内容

入居者満足度アンケートを実施（全26団地36名の内、26名から回答あり）
・24時間体制　・各種申請届出についての説明
・電話、窓口対応　・対応状況
・施設管理の巡回　・修繕への迅速な対応
・情報誌の発行による周知

4

調査結果
７つの項目について質問し、５段階評価の内、４以上の割合が73％、３以
上の割合が90％以上と指定管理による入居者の満足度は高い。

要望・苦情等

　　良好とする
　　評価

迅速な対応をしていただいている。

　　苦情・改善
　　要望等

・本社に繋がることにより事情が伝わりにくい。
・空き家などの除草管理をきちんとして欲しい。
・雨どいの修繕をして欲しい。

4

２ 経費等の状況
　（行革効果）

3

３ 事業の実施状況 3

６　総合評価

総
合
評
価

評価区分 評価 総合評価

１ 施設の利用状況 3

3

２ 経費等の状況
　（指定管理者損益等）

3

４ 業務の実施状況 4

　①施設の維持管理 4

　②サービスの向上

７　改善事項等

　　取り組み・
　　改善案等
　(施設所管課)

前年度からの改善事項 実施状況 次年度に向けての改善事項

自主事業の継続実施
※コロナ禍の状況をみながら、参
集する催事を復活していただきた
い。

情報誌発行（２回）
高齢単身者巡回訪問（２回）
竹沢団地入居者共同清掃

自主事業の継続実施

　③危機管理対策 3

５ 利用者評価 4

評価理由

　指定管理者として、老朽化している市営住宅での排水設備等の不良、雨漏り、建物点検設備時に発
見された不具合などについて専門的な知識と経験を基に迅速な対応をしていることは評価できる。
　併せて、自主事業として、市営住宅お知らせ版「すまいる・おうしゅう」で年２回の広報活動を実
施し、高齢単身世帯の巡回訪問を再開した点も評価できる。

3



単位：円
公の施設分 自主事業分 計
43,111,200 43,111,200

0
0
0

43,111,200 0 43,111,200
大項目 中項目 小項目

人件費 16,744,200 0 16,744,200
給与 16,744,200 0 16,744,200

給料手当 16,744,200 16,744,200
社会保険料等 0

0
賃金 0 0 0

臨時職員賃金 0
社会保険料等 0

0
一般管理費 25,958,220 0 25,958,220

需用費 16,196,765 0 16,196,765
消耗品費 53,624 53,624
燃料費 541,216 541,216
印刷製本費 0 0
光熱水費 205,670 205,670
修繕費 15,396,255 15,396,255

0
0

役務費 1,628,536 0 1,628,536
通信運搬費 276,223 276,223
浄化槽法廷検査 34,000 34,000
簡易専用水道法廷検査 79,200 79,200
草刈・木伐採・害虫駆除等 996,663 996,663
保険料 242,450 242,450

委託料 3,602,280 0 3,602,280
消防設備点検 363,000 363,000
遊具保守点検 158,400 158,400
建築設備点検 275,880 275,880
建築物点検 1,892,000 1,892,000
簡易専用水道法定清掃 517,000 517,000
警備委託料 396,000 396,000

0
使用料及び賃借料 1,527,893 0 1,527,893

事務所賃貸料 960,000 960,000
OA機器等リース料 114,053 114,053
車両リース・駐車料 108,000 108,000
浄化槽排水使用料 345,840 345,840

0
租税公課 1,251,520 0 1,251,520

消費税 1,248,520 1,248,520
収入印紙 3,000 3,000

0
その他諸費 1,751,226 0 1,751,226

広告宣伝費 79,200 79,200
備品費 0 0
車両維持費 148,805 148,805
雑費 357,741 357,741
諸経費 1,165,480 1,165,480

0
42,702,420 0 42,702,420

利用料金
指定管理者自主事業収入

令和5年度奥州市市営住宅の指定管理に係る収支決算書

合計

合計

収

入

支

出

市からの指定管理料
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